
事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）や長期戦略指針「イノベーション２５」（平成１９年６月閣議決定）等
に基づき、大学や公的研究機関等で生み出される優れた研究成果を円滑に社会へ還元するために必要な施策を総合的
に推進するとともに、イノベーションに係る成果の国民への発信を行う。

執行率 66.7% 84.9% 62.0%

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

大学等の研究成果を社会へ還元し、イノベーション創出につなげるため、以下の取組を実施。
・イノベーションの創出に係る施策の企画立案のための情報収集
・国内・海外における産学官連携活動の事情調査
・成果の国民への発信　等

事業番号 0243

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成19年度

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

１．事業評価の観点：この事業は、イノベーションの創出に係る施策の企画立案のための情報収集や国内・海外における産学官連
携活動の事情調査等を行うものであり、毎年度の予算の執行率が低くなっている。

２．所見：予算執行の実績を的確に把握し、予算との差異の要因等を十分精査しつつ、予算を縮減すべきである。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

平成21年度執行見込み額の不用額については、本事業における委託事業が、一般競争入札（総合評価落札方式）により委託機関
を選定しており、入札の結果が想定した金額を下回ったこと等ため生じた。

・情報収集等のための調査テーマ等の選定については、審議会等の動向を踏まえ、適切にテーマを設定し、調査結果等
を今後さらに、施策の企画・立案につなげるべきである。
・本事業は、一般競争入札（総合落札方式）を導入しており、今後、仕様内容をさらに具体化・明確化することや十分な入
札期間を確保するなど、入札に参加しやすい環境を作るべきである。

15.9 12.7

22年度 23年度要求

・当該事業では、イノベーションの創出に係る施策の企画・立案のため、大学等及び民間企業に調査等を委託している。
○実施状況
平成19年度３件、平成20年度３件、平成21年度３件と委託契約を締結。実施（調査等）期間は、各々３ヶ月程度。
○平成21年度調査内容
・特許化された技術を含む科学技術情報の自由利用に向けた取組に関する調査
・我が国の大学等の保有する特許の価値に関する分析調査
・海外における産学官連携による研究開発拠点等に関する調査

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

57.120.4 18.6

19年度 20年度 21年度

執行額 13.6

・事業の進捗状況については、受託機関と、調査内容（調査機関、調査項目、観点等）及び調査結果に関する分析・検討
の観点等の確認を打合せや電話等で行い把握している。
・経費の使途については、受託機関において、業務計画書と異なる経費が発生する場合は、報告していただくこと、一ヶ月
ごとに執行状況を恒常的に確認することや額の確定や成果報告書等により適切に執行されたかどうか把握している。

総事業費(執行ベース) 13.4

イノベーション創出の総合的推進

研究振興局

一般会計

担当部局庁

研究成果の創出と産学官連携などによる社会還元の
ための仕組みの強化

関係する計画、
通知等

- 第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）

担当課室 研究環境・産業連携課

予算額(補正後）

上位政策

研究環境・産業連携課長
池田　貴城

18.4 63.2

15.8 11.4



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省
 １１．４百万円

Ａ：科学技術資料作成委託事業：８.1百万円
民間企業、大学等（全３機関）

庁費　　　　　１.２百万円
諸謝金　　　 ０.１百万円
職員旅費    ０.６百万円
外国旅費　　１.３百万円
委員等旅費 ０.１百万円

を含む。

【一般競争入札・委託】

イノベーションの創出に係る施策の企画立案ため
の情報収集等を民間企業等に調査委託すること
や、海外の現地調査等を実施している。

国との委託契約に基づき、産学官連携施策の企画・立案に資する調査・情報収集等（現地調査、
調査結果の分析・検討等）を実施する。



A.株式会社日本総合研究所 E.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

旅費 調査等に係る旅費 0.2

人件費
調査及び調査内容等の分析・検討
に係る人員の経費。

3.0

役務費 データベース使用料等 0.5

0計 3.7 計

B. F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 0 計

C. G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

金 額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

0計 0 計



Ａ：科学技術資料作成委託事業

支出先 支出額（百万円）

1 株式会社 日本総合研究所 3.7

2 国立大学法人 東京農工大学 2.3

3 国立大学法人 政策研究大学院大学 2.1

4

5

6

7

8

9

10

・
・
・

合計 8.1

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない。

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）
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